
 

 

 書式第１２号（法第２８条関係） 
 
 
 

令和４年 度  事 業 報 告 書 
 

令和４年 ４月１日から    令和５年 ３月 ３１日まで 
  
 特定非営利活動法人 日本公共利益研究所  
 
 １ 事業の成果 
・リテラシー事業、各種調査報告などで、着実に結果を残した。 
・尼崎市の生涯学習イベント「みんなのサマーセミナー」でシティズンシップ教育セミナー実施 
・政策データ分析や情報リテラシー研究が着実に進む。 
 
 ２ 事業の実施に関する事項 
 
 （１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 

 政策分析・評

価・検証など

の研究活動 
 

研究会を開催、研究開発 5/15,6/26,6/
27,7/11,7/1
8,8/5,8/6,8/
7,8/8,9/18,1
0/16,10/17,1
1/21,12/12,1
2/23 

研 究 所 会 議
室、尼崎市、
加古川市、明
石市 

6人 30人 
 

45 

政策分析・評

価・検証など

の実践活動 
 

政策分析・評価・検証など

のレポート・論文作成 

イベント参加・協力など 

10/13,10/14,
10/26,11/29,
1/16,1/17 

研 究 所 会 議
室、尼崎市、
津山市 

6人 20人 3 

リ テラ シー
活動 

コロナ禍検証プロジェクト 随時 都内会議室な
ど 

3人 102人 0 

 
 （２）その他の事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

事業費の 
金額 

（千円） 

 

      

  


